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労災リスク・インフォメーション ＜No.29＞ 
 
 

物流倉庫における労働災害防止対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．陸上貨物運送事業における労働災害発生件数の推移 

厚生労働省が公表する労働災害発生状況のデータによると、日本の労働災害における休業4日以上の

死傷者数は長期的には減少している。一方で、2018年は127,329人の方が労働災害に被災しており、2017
年の120,460人に比べて6％近く増加しているなど、近年増加傾向を示している。 

本稿のテーマである物流倉庫は陸上貨物運送事業に該当し、同業種についても2018年における休業4

日以上の死傷者数は15,818人であり、2017年の14,706人と比較して7％以上増えているなど、ここ数年

増加傾向が見られる。また、業種別にみると、陸上貨物運送事業は全業種の約13％と一定割合を占め

ている（図表1）。 

本稿では、弊社でこれまで数多く実施してきた物流倉庫での現場調査の結果を踏まえ、物流倉庫お

ける労働災害防止対策などを紹介する。 

 

図表1 全業種における休業4日以上の死傷者数割合（2018年） 

 
（出典：厚生労働省「労働災害統計」を基に、インターリスク総研で作成） 
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【要旨】 

 2018年の陸上貨物運送事業における死傷者数（休業 4日以上）は、15,818人発生している。 

 2018年の陸上貨物運送事業における事故の型別割合（休業 4日以上の死傷者数）では、 

「墜落・転落」が最も多く、次いで「転倒」、「動作の反動・無理な動作」、「はさまれ・巻き込ま

れ」、「激突」と続いている。 

 弊社が実施した現場調査の結果を踏まえ、本稿で取りまとめた労働災害防止対策等を参考として

いただきたい。 
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2. 陸上貨物運送事業における労働災害の特徴 

 2018 年の陸上貨物運送事業における事故の型別割合（休業 4 日以上の死傷者数）を見ると、「墜落・

転落」が 28％と最も多く、次いで「転倒」が 17％、「動作の反動・無理な動作」が 15％、「はさまれ・

巻き込まれ」が 10％、「激突」が 7％と続いている（図表 2）。 

 特に「墜落・転落」災害は、高所エリアから作業者が落下することにより発生することが多く、最

悪の場合、死亡災害につながる可能性があるため、最優先で対策を講じる必要がある。 

また、「転倒」災害については、2017 年に比べて、2018 年は約 18％も増加しており、有効な対策を

講じていく必要があると考える。 

 
図表2 陸上貨物運送事業における事故の型別割合 

（2018年／休業4日以上の死傷者数） 

 
（出典：厚生労働省「労働災害統計」を基に、インターリスク総研で作成） 

 
 
3.現場調査を踏まえた労働災害防止対策 

物流倉庫では、リフト類（フォークリフト、ハンドリフト等）、コンベヤ、脚立、作業台、台車類

（キャスター台車、かご台車等）、自動倉庫などの機械設備が使用されており、また、高所作業（そ

れに伴うヘルメットや安全帯の使用）、重量物の運搬作業なども行われている。これらの機械設備の

使用や作業には、労働災害につながる可能性のあるリスクが潜在しており、弊社による現場調査にお

いても、数多くの労災リスクを洗い出し、労働災害防止のための改善対策を提案している。 

ここでは、当該現場調査で得られた知見等を踏まえ、陸上貨物運送事業において、上位を占める事

故の型別に、実際の現場調査で確認した状況、それに伴うリスク、提案した労働災害防止対策を次ペ

ージ以降で紹介する。 

物流倉庫では比較的共通して見られる事象であることから、是非、参考としていただきたい。 
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(1)「墜落・転落」災害  

「墜落・転落」のイメージ 

 

現場調査で見受けられた事象 提案した労働災害防止対策 

状

況 

高い位置にあるコンベヤの搬送状況を確認

する際に、脚立や手すりのない踏み台を使

用している状況が見受けられた。 

 手すり付きの作業台を使用する。 

 脚立を使用せざるを得ない場合は、以下のような使

用方法とする。 

 天板には立たない。 

（2段目以下の踏ざんに立つことが望ましい） 

 天板にまたがない・腰かけない。 

 側面方向に体を乗り出さない。 

 閉じたまま使用しない。 

 手に荷物を持って昇降しない。 

 開き止めを確実に使用する。 

 安定した場所、滑らない場所に置く。 

 脚部には滑り止めを必ず設ける。 

リ

ス

ク 

脚立や踏み台上での作業中にバランスを崩

し、作業者が下方へ転落する。 

状

況 

安全帯を着用せず、垂直梯子を使用して高

所エリアへ昇っている状況が見受けられ

た。 

 昇降時の墜落防止のため、上部に安全ブロックを設

置し、安全ブロックを使用する。 

 安全帯を装着しやすくするために、垂直梯子のすぐ

そばに安全帯を備え付ける。 

 墜落時の内臓破裂などの重篤災害防止のために、胴

ベルト式ではなく、フルハーネス式安全帯を使用す

る。 

 垂直梯子に背かごがない場合は、背かごを設ける。 

リ

ス

ク 

昇降時に足を滑らせた場合、作業者が下方

へ墜落する。 

状

況 

高所作業時でのヘルメット使用について、

以下の状況が見受けられた。 

 あごひもが緩んでいる。 

 ひび割れたヘルメットを使用している。 

 ヘルメットの下にキャップを着用して

いる。 

 墜落時保護用のヘルメットを使用して

いない。 

 高所作業近くにヘルメットが配備され

ていないので、高所作業時にヘルメット

を着用していない。 

 あごひもは緩みなく締める。 

 破損したヘルメットは使用しないように管理す

る。 

 キャップは着用せず、ヘルメットを頭部にフィッ

トさせる。 

 高所作業時には、墜落時保護用のヘルメットを使

用する。 

 高所作業エリア近くに、ヘルメットを配備する。 

リ

ス

ク 

墜落・転落時に、ヘルメットの防護機能が

十分発揮されず、重篤な災害につながる 
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(2)「転倒」災害  

「転倒」のイメージ 

 

現場調査で見受けられた事象 提案した労働災害防止対策 

状

況 

キャスター台車が、作業者の通行する床面

上に放置されている状況が見受けられた。  使用後のキャスター台車は作業者が通行する

床面上には放置せず、床面マーキングにより保

管場所を指定して管理する。 

 キャスター台車専用の保管ラックを活用する。 

 キャスター台車を段積み保管する場合には、段

数制限を設ける。 
リ

ス

ク 

両手に荷物を持った作業者が、キャスター

台車の存在に気づかず、キャスター台車の

上に乗った場合、作業者が転倒する。 

状

況 

パレット同士の間隔が一定していないエリ

アが見受けられた。  パレット間の間隔を一定とし、作業者の通行エ

リアを確保する。 

 床面マーキングにより、パレットの置き場所を

指定する。 

 パレットの上を歩かないように教育訓練で周

知・徹底する。 
リ

ス

ク 

作業者がパレット間を通行したり、パレッ

トの上を歩行したりしており、作業者がつ

まずいて転倒する。 

状

況 

床面の表面部分が剥離、またはひび割れて

おり、凹凸のある箇所が見受けられた。 
 破損・凹凸箇所については、床面の補修を行う。

特に通路上や破損箇所の大きい場所などは優

先的に対策を講じる。 

 破損・凹凸箇所をすぐに補修できない場合は、

マーキングにより、リスクを”見える化“する。 

 管理者パトロールの点検項目の中に、床面状態

のチェックを盛り込む。 

リ

ス

ク 

作業者が床面の破損・凹凸部分に引っ掛か

り、つまづき、転倒する。 
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(3)「動作の反動・無理な動作」災害  

「動作の反動・無理な動作」のイメージ 

 

現場調査で見受けられた事象 提案した労働災害防止対策 

状

況 

床面上に重量物を保管しており、作業者が

重量物を持ち上げる際に、腰を深く曲げて

いる状況が見受けられた。 

 パレットを3段ほど重ね、そのうえで重量物を

保管することにより、作業者が深く腰を曲げな

くても持ち上げることができるようにする。 

 昇降リフトを用いて、重量物を持ち上げる。 

 1人が持ち上げることのできる重量を制限し、

制限を超えた場合は、複数名で運搬する。 

 作業時における腰痛予防ベルトの着用や、休憩

時の腰痛予防体操を実施する。 

リ

ス

ク 

作業者の腰に疲労が蓄積し、腰痛を発症す

る。 

状

況 

プラットフォーム上から、体をひねりなが

ら重要物を台車に載せている状況が見受け

られた。  1人で運搬できる荷物の重量制限を設ける。 

 複数名で重量物を運搬し、ひねりを伴う動作を

防止する。 

 昇降リフトを用いて、極力、重量物を並行移動

で運搬できるようにする。 リ

ス

ク 

体をひねる動作は、腰痛の発症のリスクを

高める。 
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(4)「はさまれ・巻き込まれ」災害  

「はさまれ・巻き込まれ」のイメージ 

 

現場調査で見受けられた事象 提案した労働災害防止対策 

状

況 

自動倉庫をキーにより停止させ、そのキー

を持って内部に進入しているが、誰が内部

にいるかを把握できない状況が見受けられ

た。 

 自動倉庫入口の起動装置付近に、内部に入って

いる作業者の名前を記載した札を掛けて、再稼

働する方が内部に進入している全員を把握で

きるようにする。 

 自動倉庫内部に誰もいないことを確認してか

ら、自動倉庫を再稼働する。 
リ

ス

ク 

自動倉庫内部に誰もいないと勘違いをし、

自動倉庫を再稼働させた場合、内部に取り

残された作業者が機械設備に巻き込まれ

る。 

状

況 

コンベヤの非常停止装置が作業者位置から

は届かない位置にある、故障している、カ

バーで覆われているなどの状況が見受けら

れた。 

 緊急時に作業者がすぐに操作できるように、作

業者位置から届く位置に非常停止装置を設け

る。コンベヤに沿って設置するワイヤー式の非

常停止装置は、どの場所からでも停止できるた

め有効である。 

 緊急時に作業者が非常停止装置を押すことが

できるように、非常停止装置操作に関する教育

訓練を行う。 

 非常停止装置は常に正常に稼働できるように、

定期的に点検を行う。 

リ

ス

ク 

緊急時に作業者がすぐにコンベヤを停止で

きず、被害が拡大する。 

状

況 

コンベヤの継ぎ目部分（回転部分）で、コ

ンベヤを横断でき、実際に横断している状

況が見受けられた。 

 継ぎ目部分に柵などを設け、継ぎ目部分での横

断を禁止する。 

 コンベヤ上を横断する必要のないレイアウト

に変更する。 

 コンベヤには回転部分が数多く存在しており、

コンベヤ上の横断には、巻き込まれリスクが潜

在していることを教育訓練で繰り返し周知す

る。 

リ

ス

ク 

作業者が継ぎ目部分を横断している際に 

バランスを崩して、継ぎ目部分に手をつい

た場合、手指が巻き込まれる。 
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(5)「激突」災害  

「激突」のイメージ 

 

現場調査で見受けられた事象 提案した労働災害防止対策 

状

況 

フォークリフトに関して、以下の状況が見

受けられた。 

 フォークエリアの走行エリアと、歩行者

の通行エリアが分離されておらず、フォ

ークリフトと歩行者が混在している。 

 通路が交差するエリアでは、フォークリ

フトが一時停止していない。 

 リーチフォークリフトの場合、オペレー

ターの立ち位置の関係上、右後方が見ず

らく、実際に右後方を確認していない。 

 フォークリフトの走行エリアと、歩行者の通行

エリアを分離する。柵などで物理的に分離する

ことが望ましいが、柵などを設けることができ

ない場合は、歩行者通路を明確にする。 

 通路が交差するエリアでは、フォークリフトは

一時停止し、指差呼称を行い、安全確認をした

うえで走行する。 

 フォークリフトの一時停止を促すために、床面

に一時停止線を設ける。 

 特にリーチフォークリフトについては、右後方

の安全を意識して行う。 リ

ス

ク 

フォークリフトが、通行中の歩行者に激突

し、歩行者が負傷する。 

状

況 

作業者が、複数のかご台車を同時に運搬し

ている状況が見受けられた。 

 かご台車は、1台ずつ運搬するルールとする。 

 かご台車の運搬方法には、「押す」「引く」「よ

こ押し」の3つの方法があり、それぞれメリッ

ト、デメリットがある（以下参照）ので、作業

現場の状況に応じた方法を採用する。 

 

リ

ス

ク 

運搬中の作業者は、周囲の状況をほとんど

確認できず、かご台車が周囲の歩行者に激

突する。 

 

メリット
・前向きに進むため、力を入れやすい
・長距離の移動に適している

デメリット
・進行方向の見通しが悪い場合、段差などに気づきにくい
・方向転換の多い現場では向いていない

メリット
・第３者への接触リスクが低い
・狭い場所でもコントロールしやすい

デメリット
・進行方向が見にくい
・長距離の移動には向いていない

メリット
・かご台車の重心に近い位置で操作するため、操作性が良い
・前方の見通しが良い

デメリット
・開口部側に位置した場合、荷崩れにより負傷する可能性がある
・傾斜部では操作性が良くない

押し

引き

よこ押し
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4．労働災害防止に向けて 

 一般的に重篤な労働災害につながりやすい業種として、建設業や製造業をイメージする場合が多い

が、陸上貨物運送事業における2018年の死亡者数は102人であるなど、同業種でも重篤な労働災害が発

生している。弊社による物流倉庫における現場調査においても、重篤な災害につながる可能性のある

リスクを数多く確認している。 

 過去の災害統計に基づき、陸上貨物運送事業で上位を占めている「墜落・転落」、「転倒」、「動

作の反動・無理な動作」、「はさまれ・巻き込まれ」、「激突」の5つの事故の型について、現場調査

で見受けられた状況、リスク、労働災害防止対策について取りまとめた本稿が、物流倉庫における労

働災害の防止に少しでも貢献できれば幸いである。 

 

以上 
 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研㈱ リスクマネジメント第一部 
労災・安全文化グループ マネジャー上席コンサルタント 

飛世 浩貴（労働安全コンサルタント） 
 
参考文献 
1) 厚生労働省「労働災害発生状況」 
2) 中央労働災害防止協会「令和元年度 安全の指標」 

 
 
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社は、ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループに属する、

リスクマネジメント専門のコンサルティング会社です。 
災害や事故の防止を目的にしたサーベイや各種コンサルティングを実施しております。弊社 
コンサルティングに関するお問合せは下記の弊社連絡先、または、あいおいニッセイ同和損保、

三井住友海上の各社営業担当までお気軽にお寄せ下さい。 

お問い合せ先 
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社 

リスクマネジメント第一部 労災・安全文化グループ 
千代田区神田淡路町 2-105 TEL:03-5296-8944／FAX:03-5296-8942 

https://www.irric.co.jp/ 
 

＜労災・安全文化グループ＞ 
①労働災害に関するリスクを網羅的に把握し、対策を講じたい 
⇒現場調査 

貴社の事業所にお伺いし、労働安全衛生に関する活動状況や、労働災害の発生状況を 
確認したうえで、貴社の労働安全衛生に必要な対策を診断書として提供します。 
②組織の安全意識・行動を把握し、安全文化の状態を診断したい 
⇒安全文化診断 

従業員の皆さまにＷＥＢを通じたアンケートにご回答いただくことで、貴社従業員の安全文化

に関する状況を把握できます。 
③社内での事故を減らしたい 
⇒ヒューマンファクターサーベイ 

職場での事故発生の原因を「従業員の注意不足」で済ませていませんか？従業員の 
注意不足が生じる根本要因を把握し、必要な対策を診断書として提供します。 

 
 
本誌は、マスコミ報道など公開されている情報に基づいて作成しております。 
また、本誌は、読者の方々に対して企業のＲＭ活動等に役立てていただくことを目的としたもので

あり、事案そのものに対する批評その他を意図しているものではありません。 

不許複製／Copyright MS&AD インターリスク総研株式会社 2019 


	１．陸上貨物運送事業における労働災害発生件数の推移
	2. 陸上貨物運送事業における労働災害の特徴
	3.現場調査を踏まえた労働災害防止対策
	4．労働災害防止に向けて

